  特定施設入居者生活介護（「外部サービス利用型」を除く）
                                                    　　     　　　 （平成１１年　厚生省令第３７号）
	 申請者要件
	 法人であって、有料老人ホーム等の設置者

	 人員基準
 (第175条)
　（※１）
	 　区分
	 　　職種
	 　　　　　　　員数・資格等

	
	 従業者
	・生活相談員
	・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤１名以上

	
	
	・看護師又は准看護師
	・利用者数に応じて次の員
数が必要（常勤換算方法）
     ～30    → １名以上
     31～80  → ２名 〃
     81～130 → ３名 〃
     131～   → ４名 〃
 　 （50名ごとに１増）
・常勤１名以上
	・要介護者である利用者数が３人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）（※２）

	
	
	・介護職員
	・常に１名以上
・常勤１名以上
	

	
	
	・機能訓練指導員
	・１名以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する者
・当該特定施設の他の職務に従事可

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準
・介護支援専門員であって特定施設サービス計画の作成に適当と認められる者

	
	
	※　介護予防の事業が同一の施設において一体的に行われる場合

	
	
	・生活相談員
	・利用者及び介護予防サービス利用者の合計数（総利用者数）が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤１名以上

	
	
	・看護師又は准看護師
	・総利用者数に応じて次の員数が必要（常勤換算)
     ～30    → １名以上
     31～80  → ２名 〃
     81～130 → ３名 〃
     131～   → ４名 〃
 　 （50名ごとに１増）
・常勤１名以上
	・要介護者である利用者数が３人又はその端数を増すごとに１名以上、要支援の利用者数が１０人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）（※２）
・利用者の全てが要支援者である場合は、看護職員又は介護職員のうちいずれかが常勤であれば可

	
	
	・介護職員
	・常に１名以上
利用者の全てが要支援者である場合の宿直時間帯を除く
・常勤１名以上
	

	
	
	・機能訓練指導員
	・１名以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）
・当該特定施設の他の職務に従事可

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・総利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準
・介護支援専門員であって特定施設サービス計画及び介護予防特定施設サービス計画の作成に適当と認められる者


	 人員基準
 (第176条)
	 管理者
	
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該特定施設の他の職務又は、他事業所・施設等の職務に従事可

	 設備基準
 (第177条)
	 ・耐火建築物又は準耐火建築物
 　（定める要件を満たし、利用者の安全性が確保されている場合を除く）

	
	 ・介護居室
	 ・個室（利用者の処遇上必要である場合は２人部屋も可）（※３）
 ・プライバシーの保護に配慮し、介護を行える適当な広さ
 ・地階は不可
 ・１以上の出入口は、避難口としても有効に確保

	
	 ・一時介護室
	 ・介護を行うための適当な広さ
 ・他に利用者を一時的に移して介護を行うための室が確保され
 　ている場合は、設けなくても可

	
	 ・浴室
	 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの

	
	 ・便所
	 ・居室のある階ごとに設置
 ・非常用設備

	
	 ・食堂
	 ・機能を十分に発揮し得る適当な広さ

	
	 ・機能訓練室
	 ・機能を十分に発揮し得る適当な広さ
 ・他に機能訓練を行うための適当な広さの場所が確保できる場
 　合は、設けなくても可

	
	 ・利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な空間と構造

	
	 ・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

	
	 ・上記のほか、建築基準法及び消防法の定める構造設備

	 　介護予防の指定を併せて受け、同一の施設で一体的に運営されている場合、介護予防の設備に関す
 　る基準を満たすことをもって、基準第177条の基準を満たしているものとみなすことができる。


※１　利用者数、総利用者数････前年度（４月１日～３月３１日）の平均値
　　①　新設・増床分の場合（前年度実績が１年未満の場合）

　　　・　新設・増床の時点から６月未満　　　　　････ベッド数の90％

　　　・　新設・増床の時点から６月以上１年未満　････直近の６月の平均値

　　　・　新設・増床の時点から１年以上経過　　　････直近１年の平均値

　　②　減床の場合

　　　・　減床後の実績が３月以上ある場合　　　　････減少後の平均値

※２　次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第一項第二号イ及び第二項第二号イの規定の適用については、これらの規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。
一　第百九十二条において準用する第百三十九条の二に規定する委員会において、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。

イ　利用者の安全及びケアの質の確保

ロ　特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ハ　緊急時の体制整備

ニ　業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器(次号において「介護機器」という。)の定期的な点検

ホ　特定施設従業者に対する研修

二　介護機器を複数種類活用していること。

三　利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

四　利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。

※３  平成17年改正法附則第10条第１項の規定によるみなし指定を受けた事業者が行う特定施設の介護
      居室であって、平成18年４月１日現在で定員４人以下であるものについては適用しない
 　介護予防特定施設入居者生活介護（「外部サービス利用型」を除く）
                                                        　　　　　　  （平成１８年　厚生労働省令第３５号）
	 申請者要件
	 法人であって、有料老人ホーム等の設置者

	 人員基準
 (第231条)
　（※１）
	 　区分
	 　　職種
	 　　　　　　　員数・資格等

	
	 従業者
	・生活相談員
	・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤１名以上

	
	
	・看護師又は准看護師
	・利用者数に応じて次の員数が必要（常勤換算方法）
     ～30    → １名以上
     31～80  → ２名 〃
     81～130 → ３名 〃
     131～   → ４名 〃
 　 （50名ごとに１増）
	・利用者の数が１０を又はその端数を増すごとに１以上であること　　（常勤換算方法）（※２）
・看護職員又は介護職員のうちいずれか１人が常勤であること

	
	
	・介護職員
	・常に１名以上
 （宿直時間帯を除く）
	

	
	
	・機能訓練指導員
	・１名以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師の資格を有する者
・当該特定施設の他の職務に従事可

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準
・介護支援専門員であって介護予防特定施設サービス計画の作成に適当と認められる者

	
	
	※介護給付の事業が同一の施設において一体的に行われる場合

	
	
	・生活相談員
	・利用者及び介護給付サービス利用者の合計数（総利用者数）が１００人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）
・常勤１名以上

	
	
	・看護師又は准看護師
	・総利用者数に応じて次の員数が必要（常勤換算)
     ～30    → １名以上
     31～80  → ２名 〃
     81～130 → ３名 〃
     131～   → ４名 〃
 　 （50名ごとに１増）
・常勤１名以上
	・要介護者である利用者数が３人又はその端数を増すごとに１名以上、要支援の利用者数が１０人又はその端数を増すごとに１名以上（常勤換算方法）（※２）
・利用者の全てが要支援者である場合は、看護職員又は介護職員のうちいずれか１人が常勤であれば可

	
	
	・介護職員
	・常に１名以上
利用者の全てが要支援者である場合の宿直時間帯を除く
・常勤１名以上
	

	
	
	・機能訓練指導員
	・１名以上
・理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る）
・当該特定施設の他の職務に従事可

	
	
	・計画作成担当者
	・専従１名以上
利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の職務に従事可
・総利用者数が１００人又はその端数を増すごとに１名を標準
・介護支援専門員であって介護予防特定施設サービス計画及び特定施設サービス計画の作成に適当と認められる者


	 人員基準
 (第232条)
	 管理者
	
	・常勤専従１名
管理上支障がない場合、当該介護予防特定施設の他の職務又は、他事業所・施設等の職務に従事可

	 設備基準
 (第233条)
	 ・耐火建築物又は準耐火建築物
 　（定める要件を満たし、利用者の安全性が確保されている場合を除く）

	
	 ・介護居室
	 ・個室（利用者の処遇上必要である場合は２人部屋も可）（※３）
 ・プライバシーの保護に配慮し、介護を行える適当な広さ
 ・地階は不可
 ・１以上の出入口は、避難口としても有効に確保

	
	 ・一時介護室
	 ・介護を行うための適当な広さ
 ・他に利用者を一時的に移して介護を行うための室が確保され
 　ている場合は、設けなくても可

	
	 ・浴室
	 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの

	
	 ・便所
	 ・居室のある階ごとに設置
 ・非常用設備

	
	 ・食堂
	 ・機能を十分に発揮し得る適当な広さ

	
	 ・機能訓練室
	 ・機能を十分に発揮し得る適当な広さ
 ・他に機能訓練を行うための適当な広さの場所が確保できる場
 　合は、設けなくても可

	
	 ・利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な空間と構造

	
	 ・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

	
	 ・上記のほか、建築基準法及び消防法の定める構造設備

	 　　介護給付の指定を併せて受け、同一の施設で一体的に運営されている場合、介護給付の設備に関す
 　る基準を満たすことをもって、基準第233条の基準を満たしているものとみなすことができる。


※１　利用者数、総利用者数････前年度（４月１日～３月３１日）の平均値
　　①　新設・増床分の場合（前年度実績が１年未満の場合）

　　　・　新設・増床の時点から６月未満　　　　　････ベッド数の90％

　　　・　新設・増床の時点から６月以上１年未満　････直近の６月の平均値

　　　・　新設・増床の時点から１年以上経過　　　････直近１年の平均値

　　②　減床の場合

　　　・　減床後の実績が３月以上ある場合　　　　････減少後の平均値
※２　次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第一項第二号イ及び第二項第二号イの規定の適用については、これらの規定中「１」とあるのは、「０．９」とする。
一　第百九十二条において準用する第百三十九条の二に規定する委員会において、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。

イ　利用者の安全及びケアの質の確保

ロ　特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮

ハ　緊急時の体制整備

ニ　業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器(次号において「介護機器」という。)の定期的な点検

ホ　特定施設従業者に対する研修

二　介護機器を複数種類活用していること。

三　利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図るため、特定施設従業者間の適切な役割分担を行っていること。

四　利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていると認められること。

※３　平成18年４月１日に現存する指定特定施設であって、指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業が行われる事業所については適用しない
